建築確認台帳記載事項証明事務処理要領
建第1672号　平成24年４月１日
建第1205号　平成30年１月19日
建第774号　令和３年９月１日
（目的）

第１条　この要領は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第12条第８項に規定する建築確認台帳に記載されていることを証明する事務処理に関し必要な事項を定める。
（証明手続き）
第２条　隠岐支庁県土整備局及び各県土整備事務所の長（以下「県土整備事務所長等」という。）は申請者から建築確認台帳記載事項証明申請書（様式１）を提出させる。

２　県土整備事務所長等は、前項の規定による申請があった場合、建築確認台帳に記載されていることを確認し、建築確認台帳記載事項証明（様式２）を交付する。
（証明の条件）
第３条　建築主以外の者が申請する場合は、建築主からの委任状を添付させる。

２　相続又は所有権の移転等により所有者が変更されている場合は、建築主と申請者の関係を証する書類の写しを添付させる。

（台帳の記載）
第４条　県土整備事務所長等は、建築確認台帳記載事項証明を交付したときは、記載事項証明台帳（様式３）に記載する。

  附　則

  本要領は平成24年４月１日から施行する。

　附　則
　本要領は平成30年１月19日から施行する。
　附　則
　本要領は令和３年９月１日から施行する。
